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本書は中国の国営工業企業（以下．国営企業）の行

動の特徴を，インタビュー調査の結果に依拠しつつ抽

出しようとしたものである。

二害者グラニックはソ連，東欧諸国における企業行動。

特にそのリーダーシップについて，過去数十年にわた

り多くの研究成果を持つ研究者である。それらの蓄積

を前提に，著者は1982年12月からお年半ばまでにかけ

て肯界銀行および中国社会科学院が中国各地で20企業

を対象に行なったインタビュー調査に参加したc 本書

の中で著者はその調査結果を全面的に活用しつつ，ソ

連・東欧社会主義諸国との比較を輸に，中間の企業行動

に対する興味深い分析を全編にわたって渓閉している η

本書の構成は以下のとおりであるコ

第 1章序

第2章 主要人一一代理人分析における多重主要人

第3章調整のための計画

第4章 多重価格と均衡価格

第5章企業に対するインセンティブ

第6章価格の諸要素

第7章企業の内部組織

第8章結論および効率の評価

II 

本文で著者はまず，「中国の企業は（ソ連・東歎と大

きく異なり一一引用者）多重財産権の下にある」とω

仮説を提示し，この仮説を中国の企業行動のさまさ、ま

Bo 

な特徴を説明する鍵として用いる。なおかっー中国の

国営企業は自らの手！Ji淘を最大化しようとする「主要人」

(principal)とは見なしえず司「主要人」により与えられ

るさまざまな条件（こ反応して自らの行動を選択する

「代理人」（agenりにすぎないとの認識がその前提とさ

れている，

既存研究によれば，ソ連モデルでは中央行政機聞の

みが単一の「主要人〕として意志決定を行ない，報開1

と懲罰を用いることによりその意志lこ沿った行為をそ

の他すべての「｛t理人」｛こ対し促す‘とみなすことが

できる A 著者によれば中国ではこれに対し，中央行政

機関のみならず．有，地［え，燥なと待レベルの地方行

政機関も， '1§該地域に立地する国営企業｛ことっての

一主要人4 として同時に機能し．企業に対し財産権を

持つことが多Lh それぞれの戸主要人－ t土，企業に対

し個別に指令や資源分配を通して財産権の実現を図るつ

これについて著者は，地方行政機関のそのような財産

権｛ム中央行政機関からの権限委譲か，地方行政機関

汽身による企業への投資｛こより形成されたものである

との説明を付してしるる 3

中央行政機関から地方行政機関への権限委譲は1950

年代末から徐々に開始され， 70年代；こは完全に上記の

ような多重財産権；こ移行したという 0 ~初はソ連モデ

ルの全面的傾倣から間約した中国が，なぜほどなく徐

々にそこからの議離をはじめたのかについてー著者は

多くを論じていないっただ，中央集権的であったツア

ーロシアと，地方分権的であった明・清王朝との対比

が示唆的iこ指摘されているにとどまる。

以上のような分析枠組を提示したあと，著者は企業

行動の各側面についてより呉体的な分析を褒閉するつ

財の分間己の上で計画が実際にどの摂凌機能したかに

ついて述べているのが第3章である。ソ連のケースで

は，中央政府の計画は包括範潤が広く，相当厳密に作

られたごそして企業は計画の超過達成が翌年の計画の

上乗せを招くことを恐れ，計画鐙ぎりぎりの達成度に

収めようとする行動が一般的であったわ一方中国の中

央計画の包括範開はゾ連に土ヒべ限定されたもので，

1960年代から自己裁景の部分が大きかったη 年初計雨］

（主f愛妹なことが多心 fl頭でしか与えられなかったり，

部分毎に徐々に与えられたりすることすらあり．実質

胃アジア経済」 XXXIV8 (1993.8) 
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的な意味を持つのは年最終計画のみであった。そして

サンプル調査の紡架から中岡は超過達成企業の比も未

達成企業の比もソ連より多く， A画値からのばらつき

が大きいこと，また，経済改革期になると超過達成企

業の比が特に仁科したことがl#Jらかにされた。これは

計画が調幣機能を余り果たしていないニとを意味する。

計画で調達されない原材料，中間材，部品などは単く

から地Ii行政機関によりバーター取引の形で調達され

ていたけこのことは，経済改革開始後の中岡における

市場メカニズム導入を．ソ連の場合よりはるかに容易

にする五基盤を用立することになったと持者は指摘して

いる。

中国のもうひとつの特徴は，多重財産権下にあるた

め，計l由jも中央政府と地方政府から多前に与えられる

ケースが多心地方ω生産計闘では原材料の保証を伴

わないものがあることである。計画の与えられ力別に

企業間比較を行なうと，中央から産出と製品分配ω”十

l商が与えられ原材料も保証されるグループの方が，そ

うでないグループより計画は厳密で，計画達成率が高

いと同時に実績が，：！ 11由jを大きく I_回らない比率も尚いけ

そうでないグループでは計画の正確さはさして切実な

要求ではなし大きな超過達成も多くなる。つまり中

国で超過達成が多くはられるωはソ連モデルにはない

後者のような企業が多いためであると説明される。

また著者は，中国では投入と産出の協議より物的生

産の大小が重視される風潮があり，中国の経営者は超

過達成を望む傾向が強いとも指橋している。

第4章では，資源分配の方法に注目する中間財の

獲得は，ソ連・東欧でもボトルネックであり，中｜五！の

「不足」の状況はむしろそれよりましであったc

1970年頃から中国では地方所轄の国営企業が士替え，

地方により出資運慢される部分も大きくなった。地方

行政は域外からくる財の供給にも責任を負うようにな

った。市f易の役割はまだ小さかった。ただし， 1979＇.ド

以前にすでに一物多価が存11：している〈 これは行政的

に決められたもので，生産コストの高いところへの補

助金として作用したようだ。

経済改革開始後．金銭収入と干lj潤がにわかに重要に

なる。地方が利潤極大者として行動し，和i幅の大きい

産業である消費財産業に投資が集中すみ、原材料の域

書評

外出荷の制限なども発生する。この時期の市場化を特

に促進したのは1980,81年の財政緊縮であった。 1984

年には計画外生産部分の倒的の浮動が認められるよう

になり，市場原理lこ基づく価格の多重化へ突入したc

中間のケースで特筆すぺき点は，企業が財務｜；のメ

リッ卜を優先させて物資の分配をt!i,1iしたり，口一ン

の供与を断わったりするケースが見られることであるc

中［Elo＞企業は子抑制約が厳しい。中＂~の企業のどの予

算制約の厳しさは，ソi'1lでは考えられないものだが，

中央政府でなく，予算制約の厳しい地方政府により所

轄されていることから説明がつく ο また，したがって

コルナイ (J.Kornai）の 1:fcらかい r,i;i:制約似説 i は

中国には当てはまらなl,>o 

第 5章では企業に対する動機付けωシステムについ

て議じている。ソ連の企業では企業j去のボーナスない

し生涯所得極大化仮説が当てはまる。中国の場合は，

ボーナスが企業内で非常に平等に分配され，企業長自

身のボーナスの民大化と l,lう概念は成立しなし、それ

は従業員全体のボーナス総額の最大化と同義となる3

さらに，ボーナス総額は業績に無間係に上下している。

基本賃金のデータでも業績と連動する要素は見つから

なかった。

企業長の動機付けの要閃としてキャリアはどうか。

サンプルによれば，人事異動も業績とは必ずしも連動

しておらず．説明要因lこならないっ

以上のことから中国の企業長はボーナスやポストを

当てにして汁動しているのでなく，ソ連型とは異なる

とL通える。

それでは企業全体の福祉水準は業績と相関するか否

か。賃金はどれを使っても有効な結果は得られないコ

住宅建設霊法利潤に強く相関した。手IJ潤留保に直接影

響されるからであろう。家族の雇用は何とも削除1しな

p。

価格が不合理で評価の用買にしにくいこともあり，

結川どの指標が，企業の悩tll水準が決定される均合の

有効な指標として機能するかは判明しなかった。企業

はあくまで「代聞人」であって「下要人」ではないの

だが．経済改革前は「主要人一代期人 l 聞のゲームす

ら成立していなかった。改革後も成功の客観的な基準

を欠き，ゲームωルールは定義不能のままであると筆

81 
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者は述べているの

ただし，それならなぜ中国の企業長は市場以注悲し，

西側の企業と同様に利潤に敏感なのか，また，改革期

間中に資本・労働生産性が両方で1.5ぶ伸びたのはな

ぜなのかが説明で主ない。前rrのflf!I十Iづけを符訴は，

ij I悶には古くからdi場が発達しており，契約による取

引も存在したという伝統に求めている。企業にしてみ

ると市場に反応しでも報酬はないはす、なのだが，その

H与j、！

と0）推測を述べているO

第6章では価格を扱っている。重要な緬楠決定要因

として，売上税と財政への利潤上納がとりあげられ，

検討される。ソ連では最終消｛1財にのみ課税されるの

に対し，中国では寸べての工業製品に課税されること

が特徴である。

1979年以前は財政収入額は「主要人J にとりあまり

実質的な意味を持たなかった。改革後は地方の予算制

約が厳しくなり，にわかに財政収入が重要となって．

役人産出の価栴は企業行動に強くし（；符するようになっ

た。

相対的な価格構造はソ連では原燃料の，中国では労

働力の非効率な使肘を生んでいるれ LJ1国の低貸金は余

剰労働力の多さと牟致しているといえる。「主要人」

としての政府が雇用を増やしたがるのは他の生産要素

に比べ財政コストが低いためであると説明できる。

税制の作用から，利潤動機と産出最大化との区別が

つきにくし、仕組であることも説明される。またコスト

の抑制はこの制度ドではほとんど顧慮されず，よって

中間財への需要は価格非弾力的で中間財の市場はイン

フレ的になる。

セクター問ω税引J/コストltO）差は中国はソ述ほど

大きくない。地方は1978年以来税率の高い製品牛＇./if:に

シフトし，また地域保護主義が起きたが，これは億別

の製品についてだけで，全体が雪践を打って消費財へ

シフトすることがなかった。目的主税ω改革が粁済のff

幣化を幸子認する内＇＃であったためである。

第7章では企業の内部組織について分析している。

中国は実質的に一長制が長期にわたり行なわれていた

といえる。企業長も企業党委員会書記｛党書記）もそ

の人事権を党組織が握っていたことは中ソで共通して

82 

いるが，ソ連では人事権は企業に対する所轄権と切り

離され，地方の党委員会に撮られ，さらに党書記と企

業長とは異なったランクの党組織が決定したc 中国で

はこの2つのポストを企業に対する財産権を持つ同じ

党委民会が決定することに特徴があるο ょの場合，党

書記と企業長との聞での分権は大きな問題にはなりに

くし達。

中国の労働組合，従業員代表大会は見るべき役割を

果たしていなl•。中閏では職長が欠けており，これは

他の諸[I~ と比較し全く特殊で、ある。解放時fiから中間¥l'

理層を欠いていたといわれるが．身近な管理を嫌うか

らか。とにかくこのことは非効率の原因となっている。

第8qi'：では全編のまとめが行なわれ、さらに中国の

労働の特徴について諭じられる。労働力の流動がきわ

めて低く，国営の固定l：は特権的地位であり，解雇が

ないどころか世襲される，企業も政府も雇用吸収のた

めに付加的な雇用創出に努める．国営一大集体一小集

体ー臨時l；という雇用ω多重性が存紅する，等々，雇

用面についても中国の特徴は多く見いだされる。なお

かつ賃金コストの低さは財産権所持者に雇用の増投を

選択させ，以上のことが雇用の抑制に不利に働き，消

費抑制を尖敗させる要！大！となっていると斉者は論じて

いる。

改革前と後での変化について‘著者は地方行政の取

り分が増加し地域主義が進んだこと，都市労働力雇用

状況の変化（集団所有制企業による雇用の増加，付加l

的賃金のJ:¥"1加など）. ,ii I曲iの超過達成の増加やそれに

対する金銭的報酬選好の附加等を挙げている。一方，

双方の連続頭として，地方行政機関の財産権仮説が該

当すること，地方アウタルキーへの欲求，計画による

協調力の弱さ，企業に対し業績向上へのインセンティ

ブを欠くこと，終身属用，個人に向けたインセンティ

ブの欠如等を指摘している。

では，効率の面から中国型をソ連型と比較するとど

のような評価が与えられるか。中国には，地域自給，志

向，労働力市場の欠在I]，多重管理，，ir闘のカパリッジ

の低さ，多重価格の存在，等が観察され，それぞれ効

率を低下させたと見なされるc ただ一方で，財の不足

が少なし企業から行政機関にもたらされる情報のゆ

がみが少なし企業へのt汁画の圧力が幹かったこと等
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は中国の優越性であった。また，市場経済への移行は，

国家による単一の分配が早くからなくなっていた中将！

の方が低コストで実胤されたといえるの

多電財産権について，著者は最後に．その有利得と

して，国営ゼクターを市場経消に転換させやすし，，多

重価栴下では企業に投資の意志決定が委ねられる場合

より分配効率が向｜ーする，部分的f1耐栴改革｛；：： uf能にし

た，等を挙げる一方，地域自給を志向させた，企業内

部の協調すらとりにくくさせた，十字U）不利な点を挙げ

た。

中国のこωような経済システムは。政治的多元主薬

の：七壌にもなりうるのではないか，との推測を提示す

ることで著行は本当を締めくくっている。

l
 

I
 

I
 

本書は，「羊要人一代理人理論」を枠組として，中

国U）凶営企業の意志：i~定過科に関し実証的な分析をu

なったものである。国営企業についての制度的な研究

ゃある程度の実証的な研究は既に数多く発表3れてい

るが，意志決定過程に焦点を合わせた包括的な実証研

究としては1960年代ωリッチマンω業績 CB.M.Rich-

man, Industn・az Society in Communist China.，ニュー

ヨーク， RandomHouse, 1969年）以来のも U）といえ

る。 1980年代の経済改革を画販とするのでなく．むし

ろ70年代以降中国がソ連モデルから大きな恥離を示し

たとする著者の見解は，大量の企業謁査のデータを長

づけに，強い説得力を持つ。地域の行政機関を核とす

る形てかの経済多元主義が，，fj場経済化の中で現在一隔

の深まりを見せているが，この点が経済効率の観点か

らはどう許制されることになるのかは，中lti!U）今後に

とってますます注目を要する事項となろう。

、万，著者は中国l!il営企業像について，いくつかω

重要な意外性を指摘している。公的所有下にあるにも

かかわらず子算制約ヵ、厳しい，明確なインセンティブ

を欠くにもかかわらず市場指向が強く生理院も向1：し
ている，上から百十酔lを与えられる立場にあるにもかか

わらず超過達成への指向が強い，などがそれである。

諸行はこれ九に対しその分析枠組の中でほ必ずしも説

得的な説Ill]をなし得ていなし'oしかしこれらの点は現

体制下における中国国営企業の評価に痘結する部分で

あって，ここの部分が説IIJJ怠れないまま伐されるなら，

分析枠組そのものの再検討の必要が否定できないので、

はないか川

第 l（こ，ソ連・東歌との比較を輸に据えるという著

行ω方法は，非常に生産的であると同時に。視角の洛

とし穴をも準備しているといえるのではなかろうか。

Lil：のような諸特徴は明らかにソ述・東欧との比較か

ら描き出されたものだが，中国の国営企業が真にその

ようであるなら，それらは別体制ドでも十分活気に溢

れ，これ以上の改革，まして所有；Ill］に手をつけるよう

な改革は必要としないかに見える ο しかし現実の中間

l司営企業はその何河lかが深刻な経常不振に陥っており，

その重要な一国法IBソ連・東欧と共遜する公的所有に

求めざるを 1＃ないのが現~＊である ο

さらに，中国の国営企業を「代理人」としてのみ認

識し‘「主要人」たり得ないと見仕すという本分析ω

大前提にもやはり無理があるのではないかと忌われる。

著行が指摘 fる企業の強い市場指1,,j性は，「主要人

代理人理論」の枠組の範囲内で説明されることが望ま

しL、口

また，一方の地方政府の行動についても，それを手lj

if'}j阪大化動機に基ヴき企業と交渉する主体であると設

定することでは説明しきれない部分が多々あるのでは

なかろうかい政府部門の仔為iム官僚機構としての独

I'] U）性格に強く規定されている側面が多いことは看過

されるべきでない。

恥後にー持者はそのサンプルの品般性について'l'l'i前

；こ検討を行なっているが，それでもなお，著者の発見

の忠、外性は．ランダムサンプリングにより選ばれたと

は考えにくいたかだか20企業をサンプルとして用いた，

というサンプリングの不完全さに起同するものではな

いか，との読者の疑念を排除できていないといえようっ

（アシア経済研光所地域研究部）
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